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概要 
 

　「インドが日本の名目​GDP​を追い抜く。」このような情報を耳にすることがあり、その
根拠は何なのか疑問に思うことがある。イギリスのLANCETというサイトに掲載されてい
る、アメリカの研究者らが作成した論文​1​によると、インドのGDPは日本に次いで第4位に
なり、2050年には日本を抜いて世界第3位になる予測がされている。また、米農務省の推
計​2​によると、2030年には、インドのGDPは6兆6000億ドルに拡大し、世界3位になり、日
本のGDPは6兆4000億ドルと、インドに抜かれ4位に後退すると述べられている。上記の研
究結果のように、インドのGDP成長率は加速し続け、いずれ日本のGDPを追い抜く確率は
非常に高い。なぜインドのGDPは成長し続けるのか、そんなインドに対して、日本はどの
ような施策をすれば、経済成長できるのか​、​この2つについて分析する。 
　研究をした結果、インドのGDPが成長し続ける要因としては、労働力（人口増加）、機
械・工場などの資本ストック（蓄積）、技術進歩、これらの3つの要素が拡大していると言
える。インドの産業を支える大きな要因として、ITサービス業が挙げられる。インドのIT
サービスの売り上げが増加する要因として、以下の五つの要因があげられる。1）インドの
カースト制度によるIT技術者への関心によりエンジニアの増加、2）リバースイノベーショ
ンによる新たな破壊的な技術進歩、3）インド工科大学の教育水準の高さ、4）リープフ
ロッグ型発展、5）スタートアップ企業の増加、これらが、インド経済を支える大きな要因
である。 
　このようなインド市場に対して、日本企業は、インドを消費市場と見るのではなく、開発

市場と見て、インドに開発拠点を構えて、周辺の新興国に対してアプローチする施策が良い

と考えられる。また、日本の高いモノ作り技術と、インドの破壊的イノベーションを掛け合

わせることも効果的だろう。さらに、リバースイノベーションを活用することで、インドと

共に経済成長できるであろうと考えられる。このような結論に至ったプロセスを本文で述べ

ていく。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1 出典：​https://www.live-commerce.com/ecommerce-blog/population-forecasts/#.X7xHQmT7Tzd 
 
2 出典：https://jp.wsj.com/articles/SB12553795185919473670004580578932017855958#:~:text=米農
務省の推計,との差は縮まる。&text=経済規模で現在世界,3位に浮上する。 
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第1章：はじめに 

1.研究の背景 
 



　研究の背景としては、日本企業がポテンシャルの高いインド経済に対して関わりを持て

ば、新たなイノベーションが起こり、日本再復興の大きな鍵となるのではないかと考えたか

らである。また、インドでは貧困問題や、インフラが整っていないなどの社会問題が山積み

であり、そんな社会問題を日本の技術を用いて改善することで、互いにwin-winな関係にな
れるのではないかと考えたからである。 
　インド経済について調べていると、「インドの人口が１０年以内に中国を抜き、トップに

躍り出るとの見通しが明らかになった​3​」、「インドのGDPは日本を追い抜く​4​」、「インド
のIT都市である、バンガロールにはＩＴ技術者が100万人以上いて、2020年には200万人を
突破し、技術者の規模だけで言えば、シリコンバレーを抜いて世界最大のＩＴ拠点となる見

込みである。​5​」このような情報を目にすることが多く、それはなぜなのか疑問を抱いたの
で、研究をしようと考えた。 

2.研究の目的 
 
　研究の目的としては、インドが経済発展する理由や根拠、インドのIT産業の発展について
明らかにし、日本の経済復興の鍵となる施策を打ち出すためである。 

第2章：インドのGDPが成長する3つの要因 
 
　なぜインドのGDPが成長すると言われているのだろうか。まず、経済成長する要因とし
て、日本経済新聞社編 『やさしい経済学』​6​によれば、労働力（人口増加）、機械・工場な
どの資本ストック（蓄積）、技術進歩が挙げられる。これらの労働力、機械・工場などの資

本ストック（蓄積）、技術進歩に関して、インドの状況と照らし合わせてみて、本当に3つ
の要因を満たしているのか検証する。 
 

2-1：労働力【インドの生産性人口について】 
 
　まず第一に、インドの労働力、つまりインドの生産性人口の増加率について見ていく。結

論、インドの人口推移は、緩やかに人口増加を続け、徐々に人口が減り始めることが予測さ

れる。2018年時点でのインドの人口は、世界銀行の調査​7​によると約13.53億となってお
り、中国の13.93億人に次いで世界で第二位の人口規模である。以下のグラフは、国連 
World Population Prospects: The 2017 Revision​8​による、インドの人口推移の予測のグラフ
である。 
 

3 参考：​https://www.cnn.co.jp/fringe/35138731.html 
4 参考：https://jp.wsj.com/articles/SB12553795185919473670004580578932017855958#:~:text=米農
務省の推計,との差は縮まる。&text=経済規模で現在世界,3位に浮上する。 
5 参考：インド・シフト 
6 参考：やさしい経済学-日経ビジネス人文庫-日本経済新聞社 
7 https://datatopics.worldbank.org/world-development-indicators/ 
8 http://demography.blog.fc2.com/blog-entry-10416.html 



 
図1：インドの人口推移予測 1950年〜2100年​9 

 
　この予測グラフの中位推移では2061年までは緩やかに人口増加を続け、2062年から人口
が減り始めることが分かる。インドの人口は増加し続けずに、緩やかに減少傾向にあるのは

なぜだろうか。考えられる要因としては、少子高齢化が挙げられるだろう。以下のグラフ

は、上記同様に国連 World Population Prospects: The 2017 Revision​10​による2017年のイン
ドの人口ピラミッド・5歳階級別男女別人口を表したものである。 
 

 
図2：2017年のインドの人口ピラミッド​11 

 
 
　上記の人口ピラミッドを見てみると、ピラミッド型になっていることがわかる。ピラミッ

ド型は発展途上国によく見られる形で、特徴として出生率が高く、死亡率も高い傾向があ

る。また、0歳～4歳の人口が、5～9歳、10～14歳、15～19歳の人口よりも少なくなってい
るので、少子化の予兆がこのグラフから考えられる。つまり、インドの人口推移は、緩やか

に人口増加を続け、徐々に人口が減り始めることが予測される。 
 
 

2-2：資本ストック【インドの資本ストックについて】 
　次に、インドの資本ストック​12​について見てみる。結論として、インドの資本ストックは

増加傾向にあることが予測される。まず、インドの一人当たりの資本ストックを見てみる

と、2000年から2015年までの15年間で2.7倍に増えた。（以下の図参照） 

9 図1：​国連 World Population Prospects: The 2017 Revision 
10 http://demography.blog.fc2.com/blog-entry-10416.html 
11 図2：http://demography.blog.fc2.com/blog-entry-10416.html 
12 道路施設や電気・ガス・水道設備等の社会資本と、機械機器や工場およびオフィスビル等の民間資
本の合計。投資（総固定資本形成）の蓄積からなり、生産能力の総量を示す。 ​三井物産戦略研究
所 
 



 

 
図3：一人当たり資本ストックと1人当たりのGDPの関係​13 

 
　社会資本ストックに関しては、電力供給の整備では2015〜2016年で普及率7割以上の県が
87％を占め、国道の整備では2015〜2016年から2018〜2019年の3年間でそれまでの5年間
の延伸距離を上回っている​14​。資本ストックの水準を決める投資（総固定資本形成​15​）の増

加率は、2015年度から2018年度までの3年間で年率9.2％となり、2015年度までの5年間の
同5.5％より高まった。人口動態の変化が貯蓄率の上昇を招き、社会資本整備の進捗がきっ
かけとなれば、今後も資本ストックは着実に増加すると期待できる。 
　また、資本ストックの増加の鍵はインドの首相モディにあるだろう。インドでは長年にわ

たり連立政権による政権運営が行われており、それが敏速な経済改革やインフラ整備を妨げ

てきたという批判もあった。そんな中、当時グジャラート州首相であったモディは、海外か

らの投資を呼び込み、インフラを整備して、州の経済成長を実現した。現在、モディはイン

ドの首相となり、過去の経験を活かし、海外からの投資を呼び込みインド国内の製造業の発

展を目指す「メイク・イン・インディア」を掲げている。具体的には、GDPに占める製造
業比率の目標値を、現状の約15％から、2022年までに25％以上に引き上げると言及してい
る。メイクインインディアの事例として、Counterpoint reportによると、​16​スマートフォン

のインド生産は、2014年の14％から、2016年には67％となり、8300万台が生産された。 

13 図3：
https://www.mitsui.com/mgssi/ja/report/detail/__icsFiles/afieldfile/2020/03/17/2003d_suzuki.pdf 
14 参考：​三井物産戦略研究所 
15 政府が造る道路・ダムといった社会資本整備、公団・公社が行う設備投資・住宅投資 みずほ総合
研究所編 『3時間でわかる日本経済-ポイント解説』 
16 出典：https://www.counterpointresearch.com/ 



 
図：インドの海外直接投資受け入れ額推移​17 

 
また、インドへの海外直接投資ついてはモディ首相政権が始まった翌年の2015年に60億ド
ル近くまで増加し、2016年には160億ドルまでにのぼる。以上のことから、インドの資本ス
トックは増加傾向にあることが予測される。 
 
 
 

2​-3：技術進歩【インドの技術進歩について】 
 
　最後に、インドの技術進歩について見てみる。インドで技術進歩が進む理由として、1）
先進国並みにR＆D投資がされている、2）国家主導でR＆D投資がされている、3）グローバ
ルIT企業がインドに置く組織であるグローバル・インハウス・センター（GIC）​18​が多い、4
）世界各国がインドに巨額の投資をしているこれらの要因が挙げられる。 
まずは、インドにおいてR＆D投資がどれくらい行われているのかみてみる。インドでは、
2015 年時点で約 500 億ドルもの資金が R&D に投資されており、全世界に占める割合は、
約2.6%と先進国並みである。以下表は、主要8ヵ国におけるR＆D投資、及びセクター別R＆
D投資シェアを表したものである。 
 

17 https://www.mizuho-ri.co.jp/publication/research/pdf/research/r080201asia.pdf 
18 ​多国籍企業がインドに置く、研究開発拠点のことで、親会社のの IT・エンジニアリング・R&D 分
野の機能を担う役割がある。（参考：​JETRO​、
https://www.mitsuifudosan.co.jp/corporate/news/2020/0129_04/index.html） 



 
図4：主要8カ国におけるR&D投資、及びセクター別R&D投資シェア（2015）​19 

 
 
 
　米国 国立科学財団（National Science Board） が作成した“Science & Engineering 
Indicators 2018”によれば、全世界の R&D 投資の総額は、2015 年時点で 1.918 兆ドルに上
る。その内、インドは、2015 年時点で約 500 億ドルもの資金が R&D に投資されており、
全世界に占める割合は、約2.6%と先進国並みである。また、インドのR＆Dで特徴的なの
が、R&Dは民間企業が主体となり行われるが、インドのR&D 投資の内訳をみてみると、政
府による資金が半分以上を占めている。つまり、インドでは民間企業の潜在的なR＆D市場
が眠っていると考えられる。今後は、国家がR＆D投資を行い国全体で技術進歩を図り、そ
の後民間企業でもR＆D投資が積極的に行われ、R＆D投資額が年々増加する傾向にあると考
えられる。以下のグラフは、国別の国内R＆D投資の動向を表したものである。 

19 図4：https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/in/ip/pdf/overview_RD_201906.pdf 



 
図5：国別の国内R&D投資の動向（1981〜2015）​20 

 
上記のグラフより、中国、アメリカが他国と比較しても、R&D 投資の伸びが大きいが、イ
ンドも着実に増加傾向にある。国家主導でR＆Dを行い、技術進歩をして経済的に潤沢にな
り、民間企業でもR＆D投資が活発になれば、中国、アメリカのようにR&D 投資の伸びが著
しく伸びるポテンシャルはあると考える。 
 
　次に、インドには、Google、AmazonなどのグローバルIT企業がインドに置く組織グロー
バル・インハウス・センター（GIC）が多いことが挙げられる。インドに進出している多国
籍企業の数は以下の表の通りである。 

20 図５：​https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/in/ip/pdf/overview_RD_201906.pdf 



 
図：インドにおける産業、国、地域別の多国籍企業の数​21 

 
インドにはアメリカの先進的な企業が多数拠点を構えているため、最新の技術をどの国より

もいち早くキャッチアップできる環境にあると言える。したがって、インドは他国と比べて

も技術進歩が比較的早く、アメリカに次いで最新の技術トレンドを知ることができるのであ

る。そのアメリカの技術をGICで学んだエンジニアが、インド国内でスタートアップをして
いることが多く、インドのスタートアップに関しては第三章で詳しく述べる。 
　しかし、今後インドのGIC市場は伸び続けるのだろうか。2018年度のインドのGICの市場
規模は、150億ドルに達し、2010年度以来、17％以上の年平均成長率を記録した。従業員規
模に関しては、2010年度から1.95 倍の39.6万人となっている。なぜこのように多国籍企業
がインドにGICを設置するかと言うと、付加価値（コストが安い、インドという巨大市場、
周辺諸国へのアクセスの良さ）、破壊的イノベーションのための協働エコシステム、高度な

テクノロジー人材これらの3つの要因が考えられる。 
　したがって、これらの3つの要因がインドで発展し続ければ、今後もインドにGICが設置
され続け、インドにR＆D投資がされ、インドの技術進歩は進むと考えられる。次の章で
は、なぜインドではこのようにGICがたくさんあるのか、なぜソフトウェア・インターネッ
ト産業が盛んなのか詳しく解説していく。 

第3章：多国籍企業がインドにGICを設置する理由【インドIT
産業の背景】 
　第3章では、なぜITの多国籍企業がインドにGICを設置するのかを述べていく。その前
に、インドのIT産業の歴史についてみていこう。2017年時点では、インドのIT業界は、輸出
だけで1160億ドル（約13兆円）で、国内市場を入れた合計では1540億ドル（約17兆円）に
もなる巨大な市場である。インドのIT関連のサービスの売り上げ規模の推移は2000年以
降、右肩上がりの推移で増加しており、2009年、2010年は成長が鈍化したものの、2011年
以降は再び成長が加速している。（以下の図参照） 

21 https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/in/ip/pdf/overview_RD_201906.pdf 



 
 

 
図6：インドのIT関連サービスの売上規模の推移​22 

 
なぜ、ここまでインドのIT関連サービスの売り上げ規模が右肩上がりなのかの要因として​以
下の6つの要因がある。​1）2000年問題をきっかけにアメリカがインドにソフトウェア開発を
大量発注したこと、2）インドのカースト制度によるIT技術者への関心によるエンジニアの
増加、3）リバースイノベーションによる新たな破壊的な技術進歩、4）インド工科大学の
教育水準の高さ、5）リープフロッグ型発展、6）スタートアップ企業の増加、これらの要
因が挙げられる。これらの要因について詳しく解説していく。 

3-1：インドのIT産業は2000年問題がきっかけ 
 
　まず、インドのIT産業発展の火付け役となったのが、2000年問題​23​である。当時、コン

ピューター産業の中心であったアメリカは、2000年問題に対処するために、ソフトウェア
の修正する必要があった。しかし、莫大なソフトウェアを修正するためのエンジニアの人的

リソースがなかったため、エンジニアに対するニーズが高まった。そこで、莫大なソフト

ウェアを修正するために、インドにアウトソーシングしたのである。なぜ、アメリカがイン

ドにソフトウェアの修正を依頼しかと言うと、1）アメリカとインドの時差関係がちょうど
昼夜逆転であること、2）インド人が英語を話せること、3）付加価値があること（コス
ト、巨大市場、周辺国へのアクセスの良さ）これらの3つの要因が挙げられる。 

22 図6：インド・シフト 
23 2000年問題とは、西暦2000年以前に開発・運用されていたコンピュータシステムの一部が日付
データの年号部分を西暦の下二桁で管理しており、1999年から2000年になると同時に一斉に異常が
生じ社会を混乱させるとされた問題 IT用語辞典 



3​-1-1：アメリカとインドの時差関係 
 
　アメリカがインドにソフトウェアの修正を依頼した要因の1つ目として、アメリカとイン
ドの時差の関係が挙げられる。アメリカのIT産業の中心である、カルフォルニア州とインド
の時差は約12時間あり、ちょうど昼夜逆転している状態である。例えばアメリカが18:00に
インドへ仕事を発注すれば、インドは6:00なので、24時間稼働で仕事を進めることが可能
なのである。2000年問題に早急に対応するためには、効率よくソフトウェアの修正をする
必要があり、そこでインドに発注したと考えられる。 

3-1-2：インド人が英語を話せる 
 
　アメリカがインドにソフトウェアの修正を依頼した要因の2つ目として、インド人が英語
を話せると言う点が挙げられる。円滑にソフトウェアの修正をするには、英語でコミュニ

ケーションをとることが必要不可欠であり、アメリカがソフトウェアの修正を発注できる国

は他にもあるが、時差が約12時間で、英語が話せる国はそこまで多くはない。2011年の国
勢調査によるとインドでは、１億2900万人が英語を話すと回答し、人口の10.6%ほどを占
めて、アメリカに次いで世界で二番目に英語話者が多い国である。なぜこれほど英語が話せ

る人が多いかと言うと、イギリスの植民地であったためと、多言語国家で、言語習得能力が

高いからである。 
　インドはイギリスの植民地であったため、イギリスとインドの橋渡しをするために英語教

育が古くから根付いている。その影響もあり、インドでは幼稚園の3歳から英語の授業があ
るため、富裕層や中間層の人であれば流暢に英語を話せる人が多い。 
また、インドは多言語国家で、公用語のヒンディー語以外に、州公用語が約30言語と、憲
法で認定されている言語が22言語と、たくさんの言語が使用されている。つまり、インド
人同士でもコミュニケーションが難しい場合が非常に多く、国内でのコミュニケーションを

円滑にするためにも、英語を話せるインド人が非常に多いのである。 
 
 

3-1-3：付加価値 
 
　アメリカがインドにソフトウェアの修正を依頼した要因の3つ目として、付加価値（コス
トが安い、インドという巨大市場、周辺諸国へのアクセスの良さ）と言う点が挙げられる​。
インドとアメリカでは大きな賃金格差があり、それによりアメリカの企業は人件費を削減で

きると言う付加価値を得れるのである。また、冒頭でも述べたように人口が非常に多く、

マーケットとしても非常に魅力のある国である。最後に、インドをハブとして、周辺のアジ

ア諸国や、中東へのアクセスが容易であるためである。以上の要因から、アメリカはインド

にアウトソーシングをしたと考えられる。 

3-2：インドのカースト制度によるIT技術者への関心 
 
　次に、インドのIT産業が発展した理由として、インドのカースト制度によるIT技術者への
関心が挙げられる。インドのカースト制度とは、紀元前から1900年代まであった社会的身
分制度のことである。1950年にカースト制度が憲法で廃止されたが、未だにカースト制度
の名残は強く、職業選択の自由がなかったり、低カーストへの差別など、インド社会に強く

根付いているのが現状である。カースト制度の特徴として、職業面での世襲があり、例えば



カレー屋の家に生まれれば、一生カレー屋を職業として生きたり、親がタクシー運転手であ

れば、それを引き継ぐのが一般的なのだ。つまり、低カーストの家に生まれたら、どう頑

張っても出世できないのが現状なのである。 
　そのカースト制度に光を与えたのが、IT産業である。カースト制度は、新たに登場した職
業に関しては、カースト関係なく誰でもなれるという特徴がある。つまり、低カーストの家

柄であったとしても、必死にIT技術について学べば、ITエンジニアという職種に就き、親の
仕事を世襲しなければいけないループから抜け出すことができるのである。 
 

3-3：リープフロッグ型発展 
 
　次に、インドのIT産業が発展した理由として、リープフロッグ型発展​24​が挙げられる。イ

ンドでのリープフロッグ型発展の例として、スマートフォンの普及が挙げられる。従来、日

本やアメリカなどの先進国では、固定電話が普及してから携帯電話が普及するという流れ

だったが、インドでは固定電話の普及を飛び越えて、スマートフォンが一気に普及した。以

下のグラフは、インドの固定電話と携帯電話の普及率を比較したものである。 

 
図7：固定・携帯電話普及率（契約数/人口、インド）​25 

 
 
 

24 リープフロッグ型発展とは、既存の社会インフラが整備されていない新興国において、新しいサー
ビス等が先進国が歩んできた技術進展を飛び越えて一気に広まること。リープフロッグ現象ともい
う。 ～新興国発のサービスが世界標準になることも～ 日興アセットマネジメント 
25 図7：​https://news.yahoo.co.jp/byline/fuwaraizo/20180831-00094595/ 
 



上記のグラフを見てみると、固定電話はまったく普及しておらず、2000年の3.1%から2017
年の1.7%と減少しているのに対して、携帯電話の普及率は、0.3%から87.3%と爆発的な普
及率を見せている。 
　逆に日本の固定電話と携帯電話の普及率を比較してみると、日本でも同様に携帯電話の普

及率は伸びているものの、固定電話の普及率も約50%となっている。（以下の図参照） 

 
図8：固定・携帯電話普及率（契約数/人口、日本）​26 

 
上記のグラフより、インドは固定電話の普及を飛び越えて、携帯電話、スマートフォンの普

及をした、リープフロッグ型発展と言える。 
　リープフロッグ型発展をすると、既存のインフラが中途半端にないので、新しいテクノロ

ジーを大胆に取り入れやすい傾向になる。つまり、先進国が何十年とかけて発展してきた技

術を、ものの数年で発展してしまうのである。このように、新たなテクノロジーをより早く

取り入れることにより、IT産業の発展を後押ししている。 
 
 
 
 
 

3-4：リバースイノベーション 
 

26 図8：​https://news.yahoo.co.jp/byline/fuwaraizo/20191023-00146776/ 



　​次に、インドのIT産業が発展した理由として、インドでリバースイノベーション​27​が起き

やすい環境であることがあげられる​。​ ​実際に、インドにおける特許出願人数の推移と、国
別の割合を見ると以下の通りである。 
 

 
 

図9：インドにおける特許出願の推移​28 

27 リバース・イノベーションとは、ダートマス大学のビジャイ・ゴビンダラジャン教授による造語
で、新興国で生まれたイノベーションが先進国に還流していくということを指している。（参考：​イ
ンドシフト​） 
28 図9：https://www.epo.org/searching-for-patents/helpful-resources/asian/india/facts-figures.html 

https://www.amazon.co.jp/%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%83%89%E3%83%BB%E3%82%B7%E3%83%95%E3%83%88-%E4%B8%96%E7%95%8C%E3%81%AE%E3%83%88%E3%83%83%E3%83%97%E4%BC%81%E6%A5%AD%E3%81%AF%E3%81%AA%E3%81%9C%E3%80%81%E3%80%8C%E3%83%90%E3%83%B3%E3%82%AC%E3%83%AD%E3%83%BC%E3%83%AB%E3%80%8D%E3%81%AB%E6%8B%A0%E7%82%B9%E3%82%92%E7%BD%AE%E3%81%8F%E3%81%AE%E3%81%8B%EF%BC%9F-%E6%AD%A6%E9%91%93-%E8%A1%8C%E9%9B%84-ebook/dp/B079XW2TN2/ref=pd_sbs_351_3/355-6784219-0724050?_encoding=UTF8&pd_rd_i=B079XW2TN2&pd_rd_r=ec50b0c4-acd8-48f5-89e8-94961924917e&pd_rd_w=RhV9U&pd_rd_wg=f5nMe&pf_rd_p=7642417c-6494-4d06-a2b0-fcb0e0b3c563&pf_rd_r=GBCB5995WV5VHCKDF5F9&psc=1&refRID=GBCB5995WV5VHCKDF5F9
https://www.amazon.co.jp/%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%83%89%E3%83%BB%E3%82%B7%E3%83%95%E3%83%88-%E4%B8%96%E7%95%8C%E3%81%AE%E3%83%88%E3%83%83%E3%83%97%E4%BC%81%E6%A5%AD%E3%81%AF%E3%81%AA%E3%81%9C%E3%80%81%E3%80%8C%E3%83%90%E3%83%B3%E3%82%AC%E3%83%AD%E3%83%BC%E3%83%AB%E3%80%8D%E3%81%AB%E6%8B%A0%E7%82%B9%E3%82%92%E7%BD%AE%E3%81%8F%E3%81%AE%E3%81%8B%EF%BC%9F-%E6%AD%A6%E9%91%93-%E8%A1%8C%E9%9B%84-ebook/dp/B079XW2TN2/ref=pd_sbs_351_3/355-6784219-0724050?_encoding=UTF8&pd_rd_i=B079XW2TN2&pd_rd_r=ec50b0c4-acd8-48f5-89e8-94961924917e&pd_rd_w=RhV9U&pd_rd_wg=f5nMe&pf_rd_p=7642417c-6494-4d06-a2b0-fcb0e0b3c563&pf_rd_r=GBCB5995WV5VHCKDF5F9&psc=1&refRID=GBCB5995WV5VHCKDF5F9


 
図10：インドにおける国別の特許出願の割合​29 

 
図9、10を見ると、国外の特許出願数が年々増加しており、その中でもアメリカの割合が多
いことがわかる。 
従来は、日本やアメリカなどの先進国で生まれた新たなイノベーションが新興国へ浸透して

いくのが主流であった。しかし、今ではリバースイノベーションが注目されており、インド

などの新興国で生まれたイノベーションが先進国に普及しているのである。なぜ、新興国で

イノベーションが起きるかと言うと以下の3つの要因が考えられる。1）新興国の制約の多
さ、2）先進国のイノベーションが発展途上国に求められていない、3）IT技術の発達、これ
らの要因が考えられる。 

 
 

　第一に、新興国の制約の多さがリバースイノベーションを生み出していると考えられる。

インドなどの新興国は、インフラが整っていなかったり、衛生管理がないなど、先進国と比

べて制約の多さがある。制約が多いと、普通のイノベーションでは通用しないので、先進国

でも思いつかないような過激なイノベーションが起こりやすいのである。 
　例えば、インドで起きたリバースイノベーションの例をあげると、GEによる携帯型心電
計の発明が挙げられる。従来の心電計は、病院に置くタイプの高性能な心電計しかなかった

が、インドの農村地域では、電気の通っていない地域もあったので、携帯型の持ち運べる心

電図計がニーズがあり、GEは一から商品設計をしなおしたのである。 
つまり、インドの農村地域に電気が通っていないと言う制約が、携帯型の心電図計と言うリ

バースイノベーションを引き起こしたのである。 

29 図10：https://www.epo.org/searching-for-patents/helpful-resources/asian/india/facts-figures.html 



 
　第二に、先進国のイノベーションが発展途上国に求められていないと言うことがあげられ

る。先進国で起こったイノベーションは、自然に発展途上国にも浸透していくが、それがう

まく行かないケースは多々ある。なぜなら、発展途上国と先進国ではインフラに大きな差が

あるし、所得の水準や人口構成も全く異なる。つまり、先進国ではニーズがあるものであっ

たとしても、発展途上国では全く必要のないものとなってしまうことは起こりうるのであ

る。そこで、先進国のグローバル企業は、製品開発を発展途上国で行い、最初から現地の

ニーズに合致した製品を提供し、後から先進国に適用していくという手法を取っているので

ある。 
 
　第三に、IT技術の発達がある。インドなどの新興国はインフラが整っていないが、IT技術
は先進国並みに発達しているケースが多い。調査会社のCanalysによると、インドは2017年
第3四半期のスマートフォン出荷台数が4000万台を超え、米国を抜いて世界第2位のスマー
トフォン市場になっている。​30​先ほども述べたように、このようなリープフロッグ型発展を

しているので、IT技術の進歩が非常に早いのである。つまり、イノベーションが起こりやす
い環境にあると言える。 
　例えば、インドのリバースイノベーションで代表的なのが、インド最大のデジタル決済企

業Paytmの技術を、日本のPayPayが採用しているのである。インドでは、固定電話を持つ
人が非常に少なく、ほとんどの人がスマートフォンを持つと言う、リープフロッグ型発展を

している。 
　また、銀行口座を持てない人が非常に多い制約があり、そこでスマートフォンでQRコー
ドを読み取ると決済ができたり、アプリでお金を管理できるPaytmがインドで爆発的に普及
したのである。インドでPaytmが普及すると、電子決済を利用する顧客データがPaytmに集
まり、それによってPaytmの技術が改良され、オフライン加盟店は800万店以上、公共料金
支払いや、映画のチケット、授業料、携帯と衛星放送のリチャージなど、アプリを通じてさ

まざまなピア・ツー・ピア決済を即座かつ安全に行うことを可能にしたのである。そんな

PayPayと連携して、日本のPayPayは開発され、今の日本市場に浸透しているのある。 
上記のようなリバースイノベーションが起こりやすい環境こそが、インドの技術進歩を後押

ししているのである。 

3-5：インド工科大学の教育水準の高さ 
 
　次に、インドのIT産業が発展した理由として、インド工科大学の教育水準の高さが挙げら
れる。インド工科大学（通称：IIT）とは、工学と科学技術を専門とする、インドの23の国
立大学の総体のことである。国家的な重要性を有した研究機関と位置づけられ、研究水準の

高さは国際的にも認められている。なぜ、インド工科大学の教育水準が高いかと言うと、1
）合格の難易度が高い、2）入学後のスパルタ教育、3）競争的な環境、4）グローバルIT企
業の採用力、5）「IITブランド」という学術的な基準、これらの要因が挙げられる。 
 
　まず第一に、インド工科大学への合格の難易度が非常に高い点である。インド工科大学の

毎年の定員は約1万人となっており、それに対して毎年100万人以上の応募がある。つま
り、合格の倍率は約100倍以上にもなる。インド工科大学に入学するには、インド工科大学
を合格させた実績のある予備校に通うのがベターとされており、その予備校に通うのもかな

りの労力が必要なのだ。インド工科大学の合格者を排出している大手予備校の「バイブラン

ト・アカデミー」の、年間の授業料は、約2000ドル（約22万円）で、これに寮費が加わ

30 出典：https://www.canalys.com/ 



る。この授業料は、インドの1人当たりの年間所得に匹敵する。つまり、家族の生活費を
削ってでも、子供をインド工科大学に進学させようとする家族も少なくはない。それに伴

い、受験生にのしかかる家族からのプレッシャーも強烈だ。政府当局の統計によれば、15
年には約2600人が試験の成績不振を理由に自殺したことも明らかになっている。 
これほど、インド工科大学に合格するのは難しいのである。 
 
　第二に、入学後のスパルタ教育があげられる。熾烈な試験に合格しても、一息つくことな

くすぐにスパルタな教育が待ち受けている。インド工科大学の授業では、多くの宿題や抜き

打ち試験が続き、気を休める暇はない。学生は授業やテストの結果によって順位付けられ

て、それが卒業後の進路に大きな影響を与える。したがって、IITの学生たちは大学入学後
も必死で勉強する。日本の大学では、大学の成績が悪かったとしても、大学のブランド、面

接やESが良ければそこそこ良い企業に就職することができるが、インド工科大学では授業
の成績がそのまま将来に大きく影響を及ぼすのである。 
 
　第三に競争的な環境があげられる。前述したように、学生はテストの結果などによって相

対的に順位付けされる。もちろん、順位が高い方が、いい企業にヘッドハンティングされる

傾向にあるため、学生たちは競争心高く日々勉強するのである。教授たちも学生たちの競争

心を煽るように難しい課題を出す。 
 
　第四にグローバルIT企業の採用力があげられる。インド工科大学を卒業した新卒一年目の
エンジニア新入社員に対して、アメリカなどの本社採用では、年収10万ドル（約1000万
円）から20万ドルを提示する企業も出てきている。 
　例えば、Oracle社はIIT BHU（インド工科大学バラナシ校）の学生に対して、年間2030万
ルピー（約4000万円）の提示をして話題になった。それに続き、Googleは1630万ルピー
（約3200万円）、Facebookは1550万ルピー（約3000万円）のオファーをそれぞれIITの学
生に提示している。このような、グローバルIT企業がインド工科大学の優秀な学生に対し
て、高額な年収でオファーしていることで、学生の勉強意欲が上がっていると考えれる。 
 
　第五に「IITブランド」という学術的な基準があることがあげられる。日本では「東大ブ
ランド」、アメリカでは「ハーバード」「スタンフォード」などのブランドがあるが、イン

ド工科大学にもIITブランドがある。このIITブランドを強めている要因として、インド工科
大学出身で世界のグローバル企業の幹部を勤めていることがあげられる。 
　例えば、Googleの現CEOのスンダーピチャイは、インド工科大学出身である。また、ソ
フトバンクの元副社長のニケシュ・アローラ。サンマイクロシステムズ共同創業者のウィノ

ド・コスラもインド工科大学出身である。このように、世界を代表する企業の幹部にインド

工科大学出身者が多く、それがIITブランドを強くしていると考えれる。このIITブランドを
欲しいがために、インドの若者は必死に勉強するのである。以上で解説した5つの要因から
インド工科大学の教育水準は非常に高いのである。 

3-6：スタートアップ企業の増加 
 
　最後に、インドのIT産業が発展した理由として、スタートアップ企業の増加があげられ
る。3-1で解説したように、インドは2000年問題をきっかけに、アメリカのオフショア開発
拠点としてIT産業を支えてきたが、今となっては、グローバルに1540億ドルのビジネスを
展開する国になっている。つまり、インドではオフショア開発からスタートアップへと変化

しているのである。 
下記のグラフは、インドにおけるスタートアップの数の推移を表したものである。 



 
図11：国別スタートアップ数（上）、インドのスタートアップ数の推移​31 

 
 
インドではスタートアップブームが起きており、スタートアップ企業の数は2016年の時点
で4700～4900社で、アメリカ、イギリスに次ぐ、世界3位にまで増えている。2010年の時
点では480社ほどであったが、2016年には約10倍に膨れ上がっり4700~4900社になった。
2020年の予測では、1万社を突破してアメリカに次ぐ、世界第2位のスタートアップ大国に
なると予測される。それに伴い、インドのIT関連サービスの売上も増加している。 
 

31 図11：​インドシフト 



 
図12：インドのIT関連サービスの売上規模の推移​32 

 
2000年問題をきっかけに、インドのIT関連サービスの輸出額は増加しており、それに伴い
国内の売り上げ規模も徐々に増加していることがわかる。2017年には、輸出だけで1160億
ドルで、国内市場を入れた合計では1540億ドルにもなる。インドのIT産業の構造として、
オフショア開発の売り上げが基盤となっており、オフショア開発の技術を活かした国内サー

ビスの売上が増加している。つまり、インドはオフショア開発で先進国の最先端技術を取り

入れ、国内サービスに活かし、IT産業の規模を拡大しているのである。 
　インドの生活費の安さもスタートアップの後押しをしている要因である。インドでは生活

水準が低いため、月に数万円もあれば、十分暮らすことが可能である。つまり、インドのIT
企業にエンジニアとして数年間勤め、そのお金の一部を貯めておけば、スタートアップを立

ち上げてしばらく収入がなかったとしても、生活に困ることはない。 
また、スタートアップがうまくいかなくても、優秀なITエンジニア人材は、いくらでも就職
口があるので、インドではスタートアップにチャレンジしやすい環境があるのだ。インド工

科大学でも積極的にスタートアップを推奨しており、Bombay校には学生が運営する
Entrepreneurship Cellという団体があり、起業家のためのワークショップやネットワーキン
グなどのイベントを積極的に開催している。Bombay校の卒業生が設立したOLAという配車
アプリは、インド国内ではUberと熾烈なシェア争いをしており、ソフトバンクから2億5000
万ドルを調達した事例もある。 
以上より、インドのIT系のスタートアップは今後も増加し続け、オフショア開発の売上とと
もに、インドのIT産業を支える大きな柱となる。 
 

32 図12：​インドシフト 



　第3章では、インドのIT産業が右肩上がりで、これからも増加する要因を述べてきた。イ
ンドのIT市場は非常に世界から見ても魅力的であり、今後も海外からインドにR＆D投資が
され、インドの技術進歩は進むと考えられる。 
最近では、2020年7月にGoogleが、5~7年にかけて100億ドルを投資すると発表したり、
Facebookが通信会社のリライアンスジオプラットフォームの株式9.99%購入（6100億円）
したり、Amazonもインドに投資をすることを発表した。これからもインドに巨額の投資が
され、インドのIT産業はますます発展し、インドの経済成長を支える大きな要因となるだろ
う。 

第4章：日本企業のインド長期投資戦略 
 
　第2章では、インドのGDPがこれからも発展すること、第3章ではインドの技術進歩、特
にIT産業が発達することについて述べてきた。第4章では、このようなインド市場に対し
て、日本企業はどのようにアプローチできるのか考察していく。 
これまで述べてきたことを踏まえて、日本企業の長期投資戦略を考えると、1）インドを消
費市場と見るのではなく、開発市場と見る、2）インドに開発拠点を構えて、周辺の新興国
に対してアプローチする、3）日本の高いモノ作り技術と、インドの破壊的イノベーション
を掛け合わせる、4）リバースイノベーションを活用する、このような戦略があると考えれ
る。これらの長期投資戦略について詳しく述べていく。 

4-1：インドを消費市場と見るのではなく、開発市場と見る 
 
　まず一つ目の戦略として、インドを消費市場と見るのではなく、開発市場と見るべきだ。

アメリカは、アメリカで開発した製品をインドで販売する戦略ではなく、インドで開発した

製品をアメリカやインド周辺の新興国に対して販売している。多くの日本企業は、日本で研

究開発や製品設計を行い、インドは市場として捉えている。日本とインドでは、所得水準

や、宗教、人々のニーズなど市場の特徴が全く異なるので、日本で製品開発をしても、イン

ド市場に受け入れてもらえない場合が非常に多い。 
では、インドに内販型の企業を置いてビジネスをするとどうなるのだろうか。以下の図で

は、内販型日系企業の黒字比率を、アジア主要国の中で比較したものである。 
 



 
図13：アジア主要国の内販型日系企業の黒字比率​33 

 
上記の図をみてみると、インドが最も黒字化比率が少ないことがわかる。インドは、人口

13億人の巨大市場なのにもかかわらず、他国と比べて黒字化するのが非常に難しい国であ
る。その理由として考えられるのは、インドの所得水準が低いため低価格商品しか売れな

い、インフラが未整備なので運送コストがかかる、税制が複雑など、ビジネス効率を低下さ

せる要因が多いのである。 
　このように、インド市場ではなかなか外資企業が収益を生むのは難しいのが現状である。

では、日本企業はどのようにアプローチしていけば良いのだろうか。​結論、インドに拠点を
置いて、時間をかけてインドの実情に合わせビジネスモデルを調整するのがいいだろう。​以
下の図は、在インド日系企業の設立時期別営業利益を表したグラフである。 
 

 
図14：在インド日系企業の設立時期別営業利益​34 

33 図13：https://www.jetro.go.jp/world/reports/2019/01/962bd5486c455256.html 
34 図14：https://www.jetro.go.jp/world/reports/2019/01/962bd5486c455256.html 



 
このグラフを見ると、設立してからの年数が浅い日系企業は赤字の比率が高い傾向にあり、

設立から20年程度経過すると、黒字企業比率が7割以上になり、赤字企業の比率も低くなる
ことがわかる。つまり、日本企業がインド市場でビジネスを成功させるためには、日本で製

品開発をするのではなく、インドに拠点を置き、長期間の間インドの市場に適合しながらビ

ジネスを展開していくのが得策だと言える。 
 

4-2：インドに開発拠点を構えて、周辺の新興国に対してアプローチす
る 
 
　第二の戦略として、インドに開発拠点を構えて、周辺の新興国に対してアプローチするこ

とが挙げられる。4-1で述べたように、インドに生産拠点を構えて、まずはインド市場でビ
ジネスを展開し、その後インド周辺の新興国に対して、シェアを拡大していく。以下のグラ

フは、南アジアのGDP成長率を年別で比較したものである。 
 
 

 
図15：南アジアのGDP成長率（2013〜2017）​35 

 
このグラフから、インド周辺国のGDP成長率が非常に高いことが見てとれる。つまりイン
ドは今後、近隣国と相乗的に経済成長を遂げていくだろうと考えられる。 
また、インド周辺国は、インドとインフラの状況や、宗教などの市場状況も似ており、日本

企業がインドに拠点を構えて、まずインド市場を攻略すれば、周辺国へのアプローチも容易

いだろう。さらに、世界移住機関による2015年時点の統計によると、海外に居住するイン
ド人は1560万人以上で、海外居住者数では世界一である。 
 

35 図15：世界銀行 



 
 
つまり、インドのスタートアップを海外に展開するときに、インド人が多く居住しているの

で、スタートアップがなじみやすい環境であると言える。今後も、インドの中間所得者が増

えて、ますます海外進出するインド人が増えると予測される。インドに拠点を構えて、イン

ドでスタートアップを立ち上げれば、インド周辺国だけでなく、世界中にビジネスを展開で

きるのである。 

4-3：日本の高いモノ作り技術と、インドの破壊的イノベーションを掛
け合わせる 
 
　第三の戦略として、日印のスタートアップ同士の協業による、日本の高いモノ作り技術

と、インドの破壊的イノベーションを掛け合わせる方法が挙げられる。まずは、日本の企業

と、インド企業の強みと弱みについて見てみよう。 
 

インド出身者の居住国 人数 

アラブ首長国連邦 350万人 

アメリカ 200万人 

サウジアラビア 190万人 

クウェート 100万人 

オーマン 70万人 

イギリス 70万人 

カタール 60万人 

日本企業 強
み 

日本市場へのアプローチ 
日本人を意識した洗練されたユーザー・エクスペリエンスの開発は得意 
開発環境 
資本 

弱
み 

画期的なアイデアが出てこない 
欧米市場へのアプローチ 
エンジニアの不足 

インド企業 強
み 

開発コスト 
開発スピード 
運用コスト 
優秀なエンジニア人材 
インド市場と言う巨大市場へのアプローチ 
欧米市場へのアプローチ 
リバースイノベーションなどの画期的なアイデア 

弱 洗練されたユーザー・エクスペリエンス 



 
日本企業の強みとして、高いUX（ユーザー・エクスペリエンス）開発と日本市場へのアプ
ローチ、開発環境が整っている点が挙げられる。インド企業の強みとしては、画期的なアイ

デアを生み、開発コスト、開発スピード、運用コストに強みがあるので、成長し始めると一

気に開発人員を増やせ、インド市場へはもちろん、欧米市場や周辺の新興国へのアプローチ

はインドのほうが圧倒的に早い。つまり、日本企業と、インド企業が同じ目標を持ち、連携

すれば、開発面、ビジネス面で様々なシナジーの可能性があると言える。 
日本企業は、日本人を意識した洗練されたユーザー・エクスペリエンスの開発は得意だが、

成長期に開発人員を急増させるのが難しいのが弱みだ。また、新規事業やイノベーションの

ために社内チームを発足しても、なかなか社内から画期的なアイデアは出てこない。 
そこでインドのスタートアップを活用するが有効だと考える。例えば、インドでアクセラ

レーター​36​の拠点を設置し、インドのスタートアップ企業に対して、日本の強みを生かし、

成長を支援することで、社内からは出てこないアイデアを見つけることができるだろう。  
また、自社のプラットフォームやサービスを推進させるために、オープンソース​37​にした

り、プラットフォームの情報や開発環境を積極的に公開し、開発者を増やすことも効果的だ

ろう。インドでハッカソンなど開発者コンァレンスを開催したり、開発支援組織を立ち上げ

たりして、インドの開発者を積極的に巻き込んでいくことが必要なのである。このように、

日本企業とインド企業が連携して、お互いの強みと弱みをカバーし合うことで、画期的なイ

ノベーションを生むことができるのではないだろうか。 

4-4：リバースイノベーションを活用する 
 
　第四の戦略として、リバースイノベーションを活用する方法が挙げられる。リバースイノ

ベーションを活用することで、日本では生まれないような破壊的なイノベーションが起こる

可能性がある。つまり、インドで開発をして、日本に導入するのである。 
例えば、ソフトバンク・ビジョン・ファンドは2017年にインドの決済最大手Paytmに出資
した。その後、Paytmはインドでのシェアを確立し、ソフトバンクはヤフーとの共同出資会
社のPayPayでPaytmの技術を生かしてQRコード決済に参入した。 
また、ソフトバンクはインドの格安ホテル予約サービスのOYO Roomsにも出資しており、
のOYO Roomsのシステムを活用したホテル事業も共同で国内展開している。 
このようにインドに出資して、インド市場でイノベーションを起こし、その技術を日本に転

用させることで、日本市場での成功確率が上がるだろう。つまり、インドは安く投資がで

き、画期的なイノベーションが生まれ、市場に浸透するまでのテストができる絶好の市場な

のである。日本企業は、ソフトバンクのようにインドに出資をしたり、インドに開発拠点を

置くことで、リバースイノベーションの恩恵を受けれるだろう。 
日本企業のインド投資戦略を考察したが、実際にインド企業とマッチングする機会は多く用

意されている。JETORが主催する日印の商談会は以下のようなものがある。 
 

36 シード段階を過ぎたスタートアップ企業のビジネス拡大に焦点を当てた資金投資やノウハウなどの
サポートをする組織 
37 ソースコードを公開し、誰でも自由に編集できる 

み 開発環境 
資本 
日本市場への進出 
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このように、かなり頻繁に日印の商談や会合が行われているので、日本企業がインド企業に

アプローチする手段は数多くあるのである。 
もう一度、日本企業の長期投資戦略をまとめると、インドを消費市場と見るのではなく、開

発市場と見て、インドに開発拠点を構えて、周辺の新興国に対してアプローチする、日本の

高いモノ作り技術と、インドの破壊的イノベーションを掛け合わせる、リバースイノベー

ションを活用する、このような施策を打てば、インドの経済発展と共に、日本企業は恩恵を

受けれるのではないだろうか。 
 
まとめ 
 
　本論文では、なぜインドのGDPは成長し続けるのか、インドに対して、日本はどのよう
な施策をすれば、経済成長できるのかについて述べてきた。インドのGDPが成長し続ける
要因としては、労働力（人口増加）、機械・工場などの資本ストック（蓄積）、技術進歩、

この3つの要素があり、どれもデータから発展することが明確になった。 
　また、インドの産業を支える大きなものとして、ITサービスが挙げられ、インドのITサー
ビスの売り上げが増加する要因として、1）インドのカースト制度によるIT技術者への関
心、2）リバースイノベーション、3）インド工科大学の教育水準の高さ、4）リープフロッ
グ型発展、5）スタートアップ企業の増加が挙げられる。 
このようなインド市場に対して、日本企業は、インドを消費市場と見るのではなく、開発市

場と見て、インドに開発拠点を構えて、周辺の新興国に対してアプローチすことと、日本の

高いモノ作り技術と、インドの破壊的イノベーションを掛け合わせ、リバースイノベーショ

ンを活用することで、インドと共に経済成長できるであろうと言う結論が挙げられる。 
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